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平成１８年度高山市財務諸表の作成について 

                             （バランスシート、行政コスト計算書、キャッシュフロー計算書） 

 

地方分権の進展に伴い地方公共団体の自己決定権・自己責任が拡大し、行財政の説明責任（アカウ

ンタビリティ）が求められている中、財政状況を市民にわかりやすく公表する財政分析の一環として、バラ

ンスシート、行政コスト計算書、キャッシュフロー計算書を作成しました。 

 

バランスシートの意義 

地方自治体の経理は、年度内の収入と支出を単純に差し引きする単式簿記の方法であり、取得した

資産についての減価償却など資産評価的な経理は行われていません。そのため、資産形成の内容、現

在の資産価値などがわからない状態でした。バランスシートは資産形成とその財源（市債、補助金等）の

状況を明らかにすることが可能であり、投資に対する効果などを評価することにより、長期的な財政運営

の効率化を図る上で重要な指標となっています。 

普通会計のバランスシートに加え、特別会計（国民健康保険事業、老人保健医療事業、駐車場事業、

下水道事業、地方卸売市場事業、簡易水道事業、農業集落排水事業、介護保険事業、観光施設事業、

スキー場事業）、企業会計（水道事業）を連結した市全体のバランスシート（従来の連結バランスシート）、

さらには、一部事務組合・広域連合、土地開発公社、第三セクターを連結した連結バランスシートを作成

することにより、高山市で運営する事業全体の財政状況等を分析することとしました。 

 

平成１８年度の普通会計のバランスシートから・・ 

①資本の整備状況 

資産の２，３６７億２千万円のうち２，０４１億１千万円が有形固定資産となっています。前年度と比較し、

２６億７千万円減少しました。減少の理由は減価償却によるものです。 

社会資本整備の財源としては、市税等の一般財源、市債、国・県補助金などがありますが、うち国・県

からの補助金は４０７億３千万、市債の借入現在高は６２９億７千万円となっています。 

有形固定資産における昨年度からの主な増加内容として、駅周辺土地区画整理事業費１２億６千万

円、荘川支所建設事業費６億１千万円、庁舎駐車場用地購入費６億２千万円、防災行政無線整備事業

費７億８千万円、中学校増改築事業費１０億３千万円、街路昭和中山線整備事業費３億６千万円、朝日

保育園建設事業費１億７千万円等があり、減価償却費１０４億３千万円との差２６億７千万円が有形固定

資産の減少となっています。 

②将来の支出に対する貯蓄状況 

資産形成に係る市債の返済などにあてる貯蓄となるのが基金への積立残高です。高山市には、貯蓄

に相当する基金の合計が２５６億１千万円あります。それに対する借金は前述のとおり６２９億７千万円

あり、貯蓄の約２．４６倍（前年度２．７６倍）の借金があることになりますが、この借金には後年度交付税

措置されるものも相当割合含まれており、実際にはこの割合は低くなります。 

③税金等の回収状況 

市の自主財源としての税収に関連し過年度分の未回収の税金等が流動資産の未収金です。市税と

その他合わせて２８億２千万円の未収金は、前年度と比較し１１億３千万円の増となっています。主な理

由は、事業を繰り越したことによる国・県支出金の未収入額の増加です。市税の未収金は５億４千万円
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と１億１千万円減少しています。 

 

平成１８年度の市全体のバランスシート・連結バランスシートから・・ 

①市全体・連結バランスシートと普通会計バランスシートの比較 

資産合計は普通会計と比較し市全体では約 1．４８倍、連結では約１．５０倍となっています。 

連結資産の３，５４９億９千万円のうち、有形固定資産は３，１３５億２千万円で、前年度と比較し３７億

３千万円減少しました。減少の理由は減価償却によるものです。投資等は１９３億３千万円で、前年度と

比較し４億６千万円増加しました。増加の理由は職員退職手当等の基金積立によるものです。流動資産

は２２１億３千万円で、前年度と比較し２５億１千万円増加しました。減債基金の積立、繰越事業による未

収金の増加によるものです。 

負債合計は普通会計と比較し市全体では約 1．７１倍、連結では約１．７６倍となっています。 

有形固定資産の増加率に対し負債合計の増加率のほうが大きいことは、特別会計における下水道事

業、簡易水道事業、農業集落排水事業などにおいて資本整備がまだ進行中または完了したばかりであ

り、それに対する起債の償還が始まったばかりのものが多いことによるものです。 

 

 

行政コスト計算書の意義 

バランスシートが自治体の資産、負債等といった資産形成の状況を明らかにするものに対して、人的

サービス、給付サービスといった当該年度の行政サービスについての状況を明らかにするための指標と

なるのが行政コスト計算書です。このコストは、現金の支出だけでなく、減価償却費、退職給与引当金や

不納欠損金といった、非現金支出を含めることにより、コスト状況が把握できることとなります。現金支出

のみに着目した、予算・決算時の議論、分析はともすれば資産形成に要する費用の多少に向けられが

ちですが、行政コストを明確に把握することで、行政活動の効率性を検討することができれば、将来の有

効活用を含めた長期的なコスト意識の醸成につながると考えます。 

 

普通会計の行政コスト計算書に加え、特別会計（国民健康保険事業、老人保健医療事業、駐車場事

業費、下水道事業、地方卸売市場事業、簡易水道事業、農業集落排水事業、介護保険事業、観光施設

事業、スキー場事業）、企業会計（水道事業）を連結した市全体の行政コスト計算書を作成することによ

り、市全体のコスト状況を分析することとしました。 

 

平成１８年度の行政コスト計算書から・・ 

① 行政コスト 

高山市の行政コストは４０９億３千万円となりました。前年度と比較すると、人にかかるコスト、物にか

かるコスト、その他が減少し、移転支出的なコストが増加しています。人口一人当たりでは全体で４３０千

円と１９千円減少しています。 

② 人にかかるコスト 

人にかかるコストは、前年度と比較し１２億円減少しています。「高山市定員適正化計画」に基づき、平

成１７年度における職員１００人純減による影響が平成１８年度の行政コストに表れたものです。 

③ 物にかかるコスト 

物にかかるコストは、前年度と比較し９億５千万円減少しています。特に維持補修費において、前年度
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豪雪災害のため道路除雪等に１０億を越す経費を要したのに比べ、本年度は大幅に減少したことによる

ことが影響しています。 

④ 移転支出的なコスト 

移転支出的なコストは、子育て支援金、医療費無料化の拡大や、三位一体改革により農業共済事務

組合への補助金が自治体経由となったこと等による増加しています。 

⑤ その他 

前年度の平成１６年台風２３号災害の災害復旧工事に比べ減少となったため、全体で大幅に減少して

います。 

 

平成１８年度の市全体の行政コスト計算書から・・ 

⑥ 行政コスト 

高山市全体の行政コストは７００億円となり、普通会計で４０９億３千万円と約６割を占めています。ま

た人口一人当たりでは市全体で７３７千円となり、普通会計の４３０千円の約１.７倍となっています。 

⑦ 人にかかるコスト 

人にかかるコストは９３億６千万円で、構成比が 13.4％と普通会計の 21.3％に比較し低くなっています。

移転支出的なコストの増加により構成割合が減少したものです。 

⑧ 物にかかるコスト 

物にかかるコストは、２１８億１千万円で、構成比が31.2％と普通会計の40.8％に比較し低くなっていま

す。移転支出的なコストの増加により構成割合が減少したものです。 

⑨ 移転支出的なコスト 

移転支出的なコストは３４８億５千万円で、構成比が 49.8％と普通会計の 31.3％に比較し高くなってい

ます。理由として、国民健康保険、老人保健医療、介護保険など扶助費の増加によるものです。 

 

キャッシュフロー計算書の意義 

現行の歳入歳出決算書は款項目別に表示され資本取引と損益取引の区分がないフロー情報が中心

であり、ストック情報につながらないなど資金収支の状況を明確にしていません。この欠陥を補完するた

めキャッシュフロー計算書をあわせて作成しました。租税徴収活動・サービス提供活動・資本整備等活

動・財務活動のそれぞれによるキャッシュフローにより、その費用と財源の関係からの分析も行うこととし

ました。 

 

普通会計のキャッシュフロー計算書に加え、特別会計（国民健康保険事業、老人保健医療事業、駐車

場事業費、下水道事業、地方卸売市場事業、簡易水道事業、農業集落排水事業、介護保険事業、観光

施設事業、スキー場事業）、企業会計（水道事業）を連結した市全体のキャッシュフロー計算書を作成す

ることにより、市全体の資金収支を活動分野別に分析することとしました。 

 

平成１８年度のキャッシュフロー計算書から・・ 

① 収入について 

行政活動に係る収入合計は４３９億９千万円で、主なものは地方税１３８億９千万円、地方交付税１４６

億３千万円、国庫支出金４６億千万円となっています。三位一体改革の推進で税源移譲により地方税収

は伸びるものの、国庫補助金は削減され、地方交付税も削減される見通しとなっています。地方交付税
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の合併による特例措置にも期限があり、今後の収入は総額として減少していくことを踏まえたうえで、行

政経営を行う必要があります。 

起債発行額の内訳は普通債 2,365,100 千円、災害復旧債 264,400、減税補てん債 119,300 千円、臨時

財政対策債 1,639,100 千円で、普通債はすべて社会資本整備に充てています。 

②収支差額について 

収支差額は、形式収支と実質収支に区分して表示しています。形式収支、実質収支とも黒字となって

おり、健全な行財政運営を進めています。 

 

平成１８年度の市全体のキャッシュフロー計算書から・・ 

①収入について 

行政活動に係る収入合計は６９１億７千万円で、普通会計の約１．５７倍となっています。普通会計と

の比較で増加要因の主なものは国民健康保険事業収入８９億８千万円、老人保健医療事業収入７６億

１千万円、介護保険事業収入６６億８千万円、下水道事業収入３４億８千万円、水道事業収入１６億４千

万円となっています。 

起債発行額は、下水道事業６億千万円、水道事業２億円、簡易水道事業１億１千万円などにより、普

通会計の約０．４１倍となっています。 

②収支差額について 

収支差額では、行政活動においても財務活動においても支出が収入を上回る形となりました。全体と

して、形式収支、実質収支とも黒字となっており、連結キャッシュフロー計算書においても健全な行財政

運営を進めていることが窺えます。 



平成19年3月31日現在 （単位:千円）

[資産の部] ［負債の部］

1 有　形　固　定　資　産 1 固　定　負　債

(1) 総務費 19,038,255 (1) 地方債 56,465,475

(2) 民生費 9,042,457

(3) 衛生費 6,314,541 (2) 債務負担行為

(4) 労働費 128,081 ① 物件の購入 0

(5) 農林水産業費 32,497,011 ② 債務保証又は損失補償 0

(6) 商工費 8,753,098 債務負担行為計 0

(7) 土木費 67,846,899

(8) 消防費 5,576,807 (3) 退職給与引当金 7,719,306

(9) 教育費 50,889,846

(10) その他 4,021,331 固定負債　合計 64,184,781

 

小　計 204,108,326 2 流　動　負　債

（うち 土地） 55,611,697 (1) 翌年度償還予定額 6,504,014

(2) 翌年度繰上充用金 0

有形固定資産　合計 204,108,326 流動負債　合計 6,504,014

2 70,688,795

(1) 投資及び出資金 1,270,399

(2) 貸       付      金 167,271

(3) 基                金

① 特定目的基金 15,244,264 ［正味資産の部］

② 土地開発基金 1,475,672

③ 定額運用基金 292,285 1 国庫支出金 17,996,860

基金計 17,012,221

投資　合計 18,449,891 2 都道府県支出金 22,737,354

3 3 一般財源等 125,296,367

(1) 現金･預金

① 財政調整基金 5,229,829 166,030,581

② 減債基金 3,365,128

③ 歳計現金 2,741,277

現金預金計 11,336,234

(2) 未収金

① 地方税 537,381

② その他 2,287,544

未収金計 2,824,925

流動資産　合計 14,161,159

資産　合計 236,719,376 負債・正味資産　合計 236,719,376

債務負担行為内訳

債務負担行為額 10,135,153

うち利子補給に係るもの 28,410

うち損失補償に係るもの 0

借          方 貸          方

平成18年度高山市普通会計バランスシート

正　味　資　産　合　計

投　資

流　動　資　産

負　債　合　計
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（　）内は平成17年度

有形固定資産 負債
学校、道路、橋、市庁舎等 借入金（市債）

2,041億1千万円 629億7千万円
（2,067億8千万円） （645億5千万円）

　うち土地  退職給与引当金

556億1千万円　 77億2千万円
（542億9千万円） （87億6千万円）

負債計
投資的資産 706億9千万円
基金（固定的なもの）、出資金等 （733億1千万円）

184億5千万円
（180億9千万円）

流動的資産 正味資産
現金預金、基金（現金化が容易なもの） 国、県の補助金、

未収金（税など） 資産形成に使った一般財源

141億6千万円 1,660億3千万円
（114億9千万円） （1,630億6千万円）

計 2,367億2千万円 計 2,367億2千万円
（2,363億7千万円） （2,363億7千万円）

※数値は四捨五入で作成

人口 95,032人（Ｈ19.3.31現在）（　）内は平成17年度

※数値は四捨五入で作成

平成18年度の高山市の普通会計バランスシート（貸借対照表）

（246.7万円）
  計　249.1万円 計　249.1万円

（246.7万円）

（18.9万円）

（12.0万円）

投資的資産

流動的資産

（170.2万円）
174.7万円14.9万円

平成18年度バランスシート（貸借対照表）

貸          方

借         方 貸            方

借         方

有形固定資産

正味資産

負      債

19.4万円

74.4万円
214.8万円

（215.9万円）

（56.7万円）

（76.5万円）うち土地  58.5万円

借入金
いままで学校、道路な
どを建設するための財
源として市が銀行や国
等に借金しているお金
の残高です。

退職給与引当金
市の職員が年度末に全
員退職（その年度末に
実際退職した者を除
く）した場合の退職金
です。
実際、今払うものでは
ありませんが、将来発
生するものとして負債
に計上しています。

いままで学校、道路な
どを建設するために
使ったお金のうち、国
や県から補助金として
もらったものや、税金
などの市のお金の総額
です。

学校、道路など建設的
事業に、これまで使わ
れたお金の総額です。
道路や建物などの建設
費は減価償却（価値を
見直す）をしています。
土地代は購入時点の価
格で計上しています。

関係団体への出資金や
国際交流基金、緑の基
金など、貯えているお
金です。

現金で持っているもの
の他、必要時にすぐに
現金化することができ
る基金、市税など市に
納めてもらうお金のう
ちでまだ収入されてい
ないものです。

平成１8年度
市民ひとりあたりの
バランスシート

バランスシート（貸借対照表）とは
市民の生活が豊かで安全、安心、快適に暮らせるまちづくりのためにつくられた
学校、福祉施設、道路、橋などの資産と、そのために必要となったお金を対比し
て市全体の資産価値や負債内容をわかりやすく示したものです。
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※数値は四捨五入で作成

※数値は四捨五入で作成

合計　629億7千万円

平成18年度有形固定資産残高（分野別）

平成18年度市債（借入金）残高

合計　2,041億1千万円

財政対策債
16億6千万円

2.6%

減収補てん債
1千万円

0.0%
臨時財政対策債
101億6千万円

16.1%

臨時税収補てん債
4億1千万円

0.7%

災害復旧債
8億9千万円

1.4%

減税補てん債
14億6千万円

2.3%

教育債
103億8千万円

16.5%
消防債

13億5千万円
2.1%

公営住宅債
11億8千万円

1.9%

土木債
142億8千万円

22.7%

商工債
8億7千万円

1.4%

農林水産業債
89億6千万円

14.2%

衛生債
22億7千万円

3.6%

県貸付金等
1億3千万

 0.2%

民生債
17億1千万円

2.7%

総務債
72億5千万円

11.5%

用語解説
臨時税収補てん債　　国が平成９年度地方消費税の創設に伴い一時的に減収となる分を借金で
　　　　　　　　　　まかなったものです。
減税補てん債　　　　景気対策などのため、国の方針で市民税などを減税したことによって、
　　　　　　　　　　本来収入される予定だった税収不足分を借金でまかなったものです。
臨時財政対策債　　　国の地方財政対策における財源不足を国と地方が負担するためのもので、
　　　　　　　　　　地方交付税の振り替わり的性格を持つものです。

高山市が、銀行や国等から事業の実施のために借入れたお金の残高です。
ここでは、事業の分野別に分類しています。

高山市が昭和44年度から現在までに建設的な事業に支出した経費のうち
土地の取得価格と建物や橋などの価格の合計です。ただし建物や橋などは
建設年数、種類に応じて減価償却をしています。
ここでは、分野別に分類をしています。

土木費
678億5千万円

33.2%
消防費

55億8千万円
2.7%

教育費
508億9千万円

24.9%

その他
40億2千万円

2.0%

総務費
190億4千万円

9.3%
衛生費

63億1千万円
3.1%

民生費
90億4千万円

4.4%

農林水産業費
325億円

15.9%

商工費
87億5千万円

4.3%

労働費
1億3千万円

0.1%
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（単位：千円）

Ｈ18年度 Ｈ17年度 増減 Ｈ18年度 Ｈ17年度 増減

[資産の部] ［負債の部］

1 有 形 固 定 資 産 1 固 定 負 債

（1） 総務費 19,038,255 18,088,946 949,309 （1） 市債 56,465,475 58,579,685 △ 2,114,210

（2） 民生費 9,042,457 9,306,917 △ 264,460

（3） 衛生費 6,314,541 6,740,545 △ 426,004 （2） 債務負担行為

（4） 労働費 128,081 137,372 △ 9,291 ① 物件の購入

（5） 農林水産業費 32,497,011 35,075,307 △ 2,578,296 ② 債務保証又は損失補償

（6） 商工費 8,753,098 9,003,408 △ 250,310 債務負担行為計

（7） 土木費 67,846,899 68,457,715 △ 610,816

（8） 消防費 5,576,807 5,109,042 467,765 （3） 退職給与引当金 7,719,306 8,762,273 △ 1,042,967

（9） 教育費 50,889,846 50,716,099 173,747

（10） その他 4,021,331 4,145,341 △ 124,010 固定負債合計 64,184,781 67,341,958 △ 3,157,177

 

小計 204,108,326 206,780,692 △ 2,672,366 2 流 動 負 債

（うち 土地) 55,611,697 54,293,089 1,318,608 （1） 翌年度償還予定額 6,504,014 5,967,064 536,950

（2） 翌年度繰上充用金

有形固定資産合計 204,108,326 206,780,692 △ 2,672,366 流　動　負　債　計 6,504,014 5,967,064 536,950

2 投 資 負債合計 70,688,795 73,309,022 △ 2,620,227

（1） 投資及び出資金 1,270,399 1,274,263 △ 3,864

（2） 貸       付      金 167,271 208,534 △ 41,263

（3） 基                金

① 特定目的基金 15,244,264 14,845,318 398,946 ［正味資産の部］

② 土地開発基金 1,475,672 1,472,922 2,750

③ 定額運用基金 292,285 292,144 141 1 国 庫 支 出 金 17,996,860 17,138,795 858,065

基金計 17,012,221 16,610,384 401,837

投資等合計 18,449,891 18,093,181 356,710 2 県 支 出 金 22,737,354 24,206,828 △ 1,469,474

3 流 動 資 産 3 一 般 財 源 等 125,296,367 121,713,016 3,583,351

（1） 現金･預金

① 財政調整基金 5,229,829 5,218,548 11,281 正味資産合計 166,030,581 163,058,639 2,971,942

② 減債基金 3,365,128 1,562,354 1,802,774

③ 歳計現金 2,741,277 3,020,073 △ 278,796

現金預金計 11,336,234 9,800,975 1,535,259 負債・正味資産合計 236,719,376 236,367,661 351,715

（2） 未収金

① 市税 537,381 651,502 △ 114,121

② その他 2,287,544 1,041,311 1,246,233

未収金計 2,824,925 1,692,813 1,132,112 債務負担行為内訳

H18年度 H17年度 増減

流動資産合計 14,161,159 11,493,788 2,667,371 債務負担行為額 10,135,153 12,687,333 △ 2,552,180

うち利子補給に係るもの 28,410 31,410 △ 3,000

資産合計 236,719,376 236,367,661 351,715 うち損失補償に係るもの

借               方 貸               方

普通会計バランスシート比較表（前年度比較）

　資産は約3億5千万円増加している。その内訳として、有形固定資産では支所の建設、庁舎駐車場用
地の購入に伴い総務費が約9億5千万円増加、防災行政無線の整備に伴い消防費が約4億7千円増加して
いるものの、他の有形固定資産は減価償却により減少したため、総額では約26億7千万円減少してい
る。投資では緑の基金の積立等により約3億6千万円の増加となっている。流動資産では減債基金への
約18億円の積立等により、約26億7千万円の増加となっている。
　一方、負債は、市債残高が約15億8千万減少、退職給与引当金が職員数の減により、約10億4千万円
の減少となっている。
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